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⾏政パーソナルデータの利活⽤パターン

１．⾮識別化を⾏わない下での利活⽤可能性
⾼齢者や要介助者に向けた⽀援サービスや、共助⽀援サービスなど、公共の利益や識別個⼈
⾃⾝の利益に繋がる利活⽤
⇒利⽤条件・範囲などの細かな運⽤ルール策定が必要（※今回は検討対象外）
２．パーソナル属性削除による⾮識別化を⾏った上での利活⽤事例
① 情報収集⽬的と利⽤⽬的に⼤きな相違が無いもの
建築物の管理情報などの、地図の保有属性に取込み可能な情報の利活⽤
⇒建物構造、築年数、⾯積、階数など、資産価値が類推可能な情報の利⽤範囲
（法⼈所有物件情報に限定するなど）

② 情報蓄積⽬的と情報利⽤⽬的が相違するもの
許可申請情報などを、事業者の事業開始・廃⽌の契機情報として利活⽤
⇒⽬的外利⽤に対する申請者承諾や、⽬的外利⽤における許容範囲の規定などが必要
３．パーソナル属性を統計・集計化により⾮識別化を⾏った上での利活⽤事例
パーソナル属性（性別、年齢、学年、地域、など）毎にグループ統計情報化して利活⽤
⇒利便性とパーソナルデータ復元可能性との線引き基準の明確化が必要
例）市区町村単位で統計化した場合、利活⽤有効性があまり無い

⼀⽅で街区単位で統計化した場合、個⼈特定まで可能な事が多い
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地図調製事業における利活⽤

１．地図整備
①出典情報利⽤
⾮識別化を⾏った情報を、そのまま出典情報として位置情報付加を⾏って活⽤
※建築申請関連（事例１）
②調査トリガー利⽤
現在、ローラー調査により取得している経年変化を、申請契機等を調査トリガーとして活⽤
※⾷品営業申請関連（事例２）

２．GIS/LBS/エリアマーケティング提供
⾮識別化情報の地図重畳などによって、開発計画、商圏分析、出店計画、営業⽀援など、
GIS/LBS/エリアマーケティング利⽤者に対して新たな付加価値を提供
※児童台帳関連（事例３）
３．イノベーション分野開拓
不動産業界に向けた不動産総合データベースや、異業種間で相互交換・活⽤可能な地理
空間情報プラットフォームなど、⺠間では保有困難な⾏政保有情報を、将来的に新たな視点
で利活⽤⽅法を創出する事を⽬的として、さし当たっての情報ストックを進める
※各種災害出動履歴など
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建築⾏政共⽤DBシステム/開発許可情報システム
/開発事業事前協議申請書受付台帳/建築確認等処理台帳
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データ名称 建築⾏政共⽤データベースシステム／開発許可情報システム／開発事業事前協議申請書受付台帳／建築確認等処理台帳

利活⽤区分 不動産・⼩売・商品・建築・建設業等へのGIS提供、地図情報整備
公開時加⼯ 個⼈所有以外の建築物に関する建設⼯程毎の適時的情報と建築物属性に関する情報に限定
事業化可能性 網羅的な属性情報が利⽤可能であれば直近でのニーズ有り

加⼯

建築確認等
処理台帳
（市）

開発事業事
前協議申請
書受付台帳
（市）

開発許可情
報システム
（県）

建築⾏政共
⽤ＤＢシス
テム（県）
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計
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成
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事
後
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査

住所
⽤途地域
⽤途
地積
⾯積
⼾数
階数
⾼さ

開発名称
許可⽇付
⽤途
⾯積

住所
都市計画
⾯積
⽤途
建築物数
⾼さ

年度
住所
⾯積
⽤途
⾯積
⾼さ
階数
構造

開発許可
情報

加⼯ 加⼯ 加⼯

落成検査
物件情報

開発事業
事前申請
受付情報

建築確認
履歴情報

地図調製
・更新契機取得
・建物属性取得

地図調製
・建物属性取得
ﾋﾞﾙﾒﾝﾃ等事業
・営業ﾀｰｹﾞｯﾄ

地図調製
・建物属性取得
不動産
・建物属性利⽤
建築・建設
・築年

地理空間情報整備・GIS提供

不動産
・都市開発
⼩売・⾷品
・出店計画
・集客分析

建築物開発に
おける
各⼯程の開始・
終了時点の情
報に対する利活
⽤可能性

開発事前
情報は営
利に関係
する情報
でもある為、
利⽤⽅
法・範囲に
ついては注
意が必要

地図調製
で利⽤す
るその他の
出典情報
との効率
性⽐較が
必要

網羅的な
情報ストッ
クが為され
ていれば利
活⽤度は
⾼い
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⾷品営業施設台帳/⾷品衛⽣ファイル
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データ名称 ⾷品営業施設台帳／⾷品衛⽣ファイル
利活⽤区分 地図情報整備/GIS・LBS/マーケティング
公開時加⼯ 「⾷品営業施設台帳」と「⾷品衛⽣ファイル」について、店舗開廃の変化物件をリスト化出⼒
事業化可能性 ⾷品業者の経年変化情報を網羅的に取得できれば、地図調製、GIS、マーケティングで直近のニーズ有り

加⼯

⾷品営業施
設台帳
（県）

⾷品衛⽣
ファイル
（市）

住所
名称
営業時間
店舗区分
開業⽇
廃業⽇

⾷品業者
開廃情報

地図調製
・更新契機取得
⾷品業
・出店計画
⾷品卸業
・営業⽀援
・配送⽀援

地理空間情報整備・GIS提供

⾷品店舗の開廃の発⽣頻度は⾼く、⼀般的な地図更新サイクル・１年では⼗分では無い。
また、店舗の開業情報は⽐較的多種の情報が取得可能であるが、廃業についての情報取得は⾮常に
困難である。
これら⾷品店舗の開廃情報を、申請者などの個⼈情報を削除し、店舗名、店舗所在地・住所などの
法⼈情報に絞り込んで、適時的な情報として利⽤可能になる事で、左記のような利活⽤可能性が期
待できる。

加⼯

⾷品業者
開廃情報
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データ名称 保育児童台帳情報ファイル／児童⼿当及び⼦ども⼿当ファイル／児童扶養⼿当受給資格者台帳／児童名簿
利活⽤区分 マーケティング、都市計画
公開時加⼯ 学校区や⼤字レベルの区域単位にて、児童区分（学年）毎の児童数を統計化
事業化可能性 教材販売営業⽀援や、時系列での児童数推移を利⽤した学校開廃計画や都市計画へのニーズ可能性有り

保育児童台帳情報ファイル/児童⼿当及び⼦ども⼿当ファイル
/児童扶養⼿当受給資格者台帳/児童名簿

学校区/⼤字
児童区分
児童数

加⼯

保育児童台
帳情報ファイ
ル（市）

児童⼿当及
び⼦ども⼿
当ファイル
（市）

児童分布
情報

教材
・営業⽀援
学校法⼈
・開廃校計画
都市開発
・都市計画

地理空間情報整備・GIS提供

児童扶養⼿
当受給資格
者台帳
（市）

児童名簿
（市）

国勢調査による、年代毎の⼈⼝統計分布は、既にエリアマーケティング
等で多く利活⽤されている。
これらを地⽅公共団体が保有・管理する児童情報を利⽤する事で、よ
り正確で精度の⾼い情報が利⽤可能になる事が想定される。
但し、精度の⾼い情報に対する市場対価の向上が⾒込める利活⽤分
野は、今の時点ではまだ殆ど無い。
今後、若年⼈⼝構成の変化（若年減少）により、私学経営の戦略化
は重要になると想定され、これらをGISを利活⽤した戦略決定⽀援を⾏
うような来るべき将来に備え、児童⼈⼝統計の時系列変遷などをアーカ
イブ化していく事が有効であると想定する。

加⼯ 加⼯ 加⼯

児童分布
情報

児童分布
情報

児童分布
情報


